
日時 平成 25 年 2 月 13 日 （水 ）13 : 3 0～17 : 40  

会場 東京大学弥生キャンパス  

（弥 生講堂一条ホール・アネックスセイホクギャラリー）  

主催 農林水産省

共催 東京大学大学院農学生命科学研究科

食の安全研究センター／アグリコクーン  

参加者 217 名

議事次第  

【第 1 セッション】 [ 13 : 3 0～14 : 3 0 ]  於 ：弥生講堂  一条ホール  

1 .  基調講演 1  

農林水産省  食料産業局長  針原寿朗

2 .  基調講演 2  

東京大学食の安全研究センター  副センター長  中嶋康博

【第 2 セッション】 [ 14 : 4 0～16 : 0 5 ]  於 ：弥生講堂  一条ホール  

1 .  今年度のＦＣＰの活動について  

2 .  ＦＣＰ企業力アップ研究会の活動報告  

3 .  品質監査に関する研究会の活動報告  

4 .  「ＦＣＰ展示会 ・商談会シート」の普及に向けた勉強会の活動報告

5 .  「食 の信頼 」標準化研究会の活動報告  

6 .  地域ブランチ・リレー報告  

【第 3 セッション】 [ 16 : 2 0～17 : 4 0 ]  於 ：弥生講堂 一条ホール  



  
1 .  今後のＦＣＰの展開方向について（消費者 とのコミュニケーションにつ

いて）  

  2 .  グループワーク  

  3 .  結果報告 とコメント  

報告会概要  

 フード・コミュニケーション・プロジェクトでは、 2 月 13 日 （水 ）に本年度のプロジ

ェクトの成果報告会 を東京大学弥生キャンパスで開催いたしました。  

 

食 の安 全 研 究 センター  副 センター長  中 嶋  

 第 1 セッションでは、東京大学食の安全研究センター副 センター長の中嶋先

生に、「FCP 産官学連携研究の成果 と将来の課題－平成 24 年度 を中心に

－」と題 して御講演 していただきました。また、農 林水産省食料産業局長の針

原から「農 林漁業の成長産業化に向けて」と題 して講演 を行いました。  

 

農 林 水 産 省  食 料 産 業 局 長  針 原  

 第 2 セッションでは、まず、農林水産省食料産業局企画課食品企業行動室

長の西から「今年度の FCP の活動について」と題 して今年度の FCP 活動の総

括 を行いました。  



 

 その後 、「FCP 企業力アップ研究会 」、「品 質監査に関する研究会 」、「『 FCP

展示会 ・商 談会 シート』の普及に向けた勉強会 」及 び「『食 の信頼 』標 準化研究

会 」の活動報告 を各研究会のファシリテーター等から御紹介 していただくととも

に、各 地域 ブランチの取組 をリレー形式 で御紹介 していただきました。  

 

 第 3 セッションでは、「食 の信頼向上のための取組である FCP について、消費

者に対 して、『何 を』『どう』伝 えればよいか」をテーマに、参加者の皆 さまにグルー

プワークを行 っていただきました。  



農林漁業の成長産業化に向けて  

 
平成25年２月 

食料産業局長 針原 寿朗 



 農山漁村は、農林水産物をはじめバイオマス、土地、水など様々な地域資源を豊富に有し、今後の経済成
長へ向けた希尐資源として、わが国の最大の強みのひとつ。 

 しかし、１次産業と２次・３次産業の価値連鎖を結合する仕組みの弱さゆえ、そのポテンシャルが活かされ
ていない状況。 

 農林漁業者と他産業との新たな連携を構築し、生産・加工・販売・観光等が一体化したアグリビジネスの展
開や、先端技術を活用した新産業の育成、再生可能エネルギーの導入等により、農山漁村にイノベーショ
ンを起こし、農林漁業を成長産業化する必要。これにより、日本を元気にする。 

１ 農林漁業・農山漁村から日本を元気に 
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農・漁業 

11.3兆円 
11.83% 

関連製造業 

36.8兆円 
 38.57% 

関連投資 

2.3兆円 
2.35% 

関連流通業 

24.2兆円 
25.37% 

飲食店 

20.9兆円 
21.89% 

農林水産業 

11.7兆円 

＇1.34%（ 

鉱業 

0.8兆円 

＇0.09%（ 
製造業 

260.1兆円 

＇29.71%（ 

建設業 

55.6兆円 

 ＇6.36%（ 

電気・ガス・水道業 

24.0兆円 

 ＇2.74%（ 

卸売・小売業 

97.6兆円 

＇11.15%（ 

金融・保険業 

36.6兆円 

 ＇4.18%（ 

不動産業 

68.8兆円 

 ＇7.86%（ 

運輸業 

39.8兆円 

＇4.55%（ 

情報通信業 

46.5兆円 

 ＇5.31%（ 

ｻｰﾋﾞｽ業 

154.1兆円 

 ＇17.60%（ 

その他 

79.8兆円 

＇9.11%（ 

資料：平成21年度 農林水産省大臣官房統計部「農業・食料関連産業の経済計算」  

資料：平成21年 内閣府「国民経済計算」 

○農業・食料関連産業の国内生産額   95.3兆円＇全産業の10.9％（ 

（参考１） 国内生産額に占める農業・食料関連産業の占める割合 

 平成２１＇2009（年度における我が国の第１次産業＇農・漁業（の生産額は１１．３兆円。第２次産業＇関連製
造業（、第３次産業＇流通・飲食業（を含めた農業・食料関連産業の生産額は９５．３兆円。これは、国内生
産額８７６兆円の１１％を占め、我が国最大の産業分野の一つ。 

○我が国の国内生産額  876兆円 

２ 



680兆円 

（参考２） 世界の食市場規模 

資料：ATカーニー社が推計した資料から農林水産省作成 
2009年為替平均値  １ドル94.6円で換算 

 ATカーニー社の推計によれば、世界の食市場規模＇日本市場を除く（は340兆円＇2009年（から680兆円

＇2020年（へ拡大 

○ 日本の食市場規模 

58兆円 
67兆円 

○ 世界の食市場規模（日本を除く） 

340兆円 

２００９年 ２０２０年 

３ 



２ ソリューションのための２つのキーワード 

 １．イノベーション 
    （ヨーゼフ・シュンペーター） 
 
 ２．バリューチェーン 
    （マイケル・ポーター） 
 

４ 



－ 創造的破壊 －  

新しい生産方法 

新しい財貨 

新しい販路 

新しい原材料 

新しい組織 

５つの新結合により革新を誘発 

３ イノベーションとは？ 

５ 



        アフター 
          

        サービス 

        アフター 
          

        サービス 

          
                   マーケティング 

     
       

                       販売 
 

          
                   マーケティング 

     
       

                       販売 
 

        生産         生産        設計        設計 

４ バリューチェーンとは？ 

  企業が行う、製品の設計、生産、マー 

 ケティング・販売、物流、アフターサービ 

 ス等の諸活動の価値の集合体。 

  価値連鎖。 
 

研究開発 研究開発 

消 

費 

者 

消 

費 

者 
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・産業連携ﾈｯﾄﾜｰｸ 
・ﾌｰﾄﾞ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ･ 
  ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ＇ＦＣＰ（ 
・食と農林漁業の祭典 

新しい 
生産方法 

新しい 
財貨 

新しい 
販路 

新しい 
原材料 

 
新商品・新サービスの開発 

 
 
農山漁村の価値の再評価・発見 －新たなブ 
 
ランド、観光・グリーンツーリズム－ 

 
新商品・新サービスの開発 

 
 
農山漁村の価値の再評価・発見 －新たなブ 
 
ランド、観光・グリーンツーリズム－ 

 

フードチェーン全体の商習慣の見直し、異分
野の技術を導入したAI、植物工場、完全養殖 

 

フードチェーン全体の商習慣の見直し、異分
野の技術を導入したAI、植物工場、完全養殖 

 

伸びゆくアジア市場への輸出、医食農連携
による健康・未病食品、介護食等新たな市場
の創造 

 

伸びゆくアジア市場への輸出、医食農連携
による健康・未病食品、介護食等新たな市場
の創造 

 

バイオマス、太陽光、水力、風力等の地域資
源を活用した産業の創出 

 

バイオマス、太陽光、水力、風力等の地域資
源を活用した産業の創出 

５つの新結合により革新を誘発 

１次産業 × ２次・３次産業 

農山漁村の価値×消費者 

工業・医療・ＩＴ等×農林漁業・食品産業 

未開拓の市場×農林漁業・食品産業 

農山漁村の未利用資源×産業技術 

・国と民間の共同出資によって、(株)農
林漁業成長産業化支援機構を設立 
・農林漁業成長産業化ファンドを造成 
・これまでの取組では形成困難であっ
た異業種との強力な結びつきを、ファ
ンドによる戦略的連携により実現 

農林漁業成長産業化ファンド 

＜共通の政策シーズの創設＞ 

・我が国には、農林漁業の優れた技
術・品種、地域の特色のある自然環
境に支えられた農林水産物・食品が
存在 
・農山漁村の知的財産を確実に保護し、
優れた農林水産物・食品の価値を消
費者まで伝える取組を推進 

知的財産の戦略的 
保護と活用の推進 

新しい 
組織 

 
 

異分野との交流、知見の共有から新たなつな
がりへ 

 
 

異分野との交流、知見の共有から新たなつな
がりへ 

＜主要な取組＞ 

・６次産業化の新展開  
 
・地理的表示の保護 
制度の導入 
 

・食品ロス削減の取組 

・AIによる「匠の技」 

の継承 

・植物工場の推進 

・新たな輸出戦略 

・日本食文化の活用 

・食品産業の 

グローバル展開 

・医食農連携の探求 

・再生可能エネルギー 
の推進 
・バイオマス産業都市 

個人・組織×個人・組織 

P18 

P19 

P23 

P32 

P36 

P37 

P38 

P27 

P29 

・農山漁村の資源と革新的な技術の
融合により、新産業を創出する必要 
・緑と水の環境技術革命総合戦略を検
証し、市場ニーズに即した産業化を
支援 

技術開発・産業化支援 

P31 

P20 

P22 

P16 

５ バリューチェーンをつなぎ、イノベーションを誘発する新たな取組 

P39 

７ 



【最近の取組】 

 農林漁業の就業人口の減尐 
 
   ・ 所得の低下 
   ・ 高齢化 
   ・ 景気後退等による地域産業の弱体化 

【農林漁業・農山漁村をめぐる現状】 

地域固有の資源を活用して雇用と所得を拡大していく
ことが喫緊の課題 

農林漁業成長産業化ファンドは、地域資源を活用した農山漁村振興政策の一環として、補助、融
資を含む各般の施策の充実とともに創設するもの 

一昨年度＇22年度（ 

昨年度 ＇23年度（ 

今年度 ＇24年度（ 

• 「六次産業化・地産地消法」の成立、基本方針の策定 

• 同法に基づき、７２３件の計画を認定 
• ６次産業総合対策の開始＇予算額２５．５億円（ 
                      ［プランナーの活動開始、ハード施設整備等］ 
• 無担保・無保証の運転資金の融通開始＇スーパーＳ資金（［貸付対象の拡大］ 

• プランナー、ボランタリー・プランナーの拡充 ［１０００人規模へ］＇平成24年11月末現在 １３１３人（ 
• ハード施設整備の拡充強化 
   ［予算額の増額＇６次産業総合対策：４次補正と合わせて90.4億円（とメニューの一元化］ 
• 株式会社農林漁業成長産業化支援機構法が９月に公布 

６ 農林漁業成長産業化ファンドの創設    

８ 



 
• 販売先の開拓が進まない 

• ２次・３次側の力が強く、農
産物の価格が抑えられて
しまう 

• 事業拡大には資本増強が
必要 

• 運転資金や人件費にも活
用できる自由度の高い資
金が必要 

         等 

農林漁業者の声 

 
• 農山漁村において雇用の

場を確保しようとしても企
業誘致が進まない 

• 誘致した企業も円高等に
より、海外移転し、雇用の
見通しが立たない 

• 地元産品で地域興しをした
いが、資本力が弱く、大き
な展開が望めない     

等 

市町村の声 

［融資］ 
 
• 償還負担が発生

し、経営を圧迫 
• 借入可能額に限界 
• 使途限定あり 

 

 
• 既存の補助金や融資制度と併用でき、運転資金、人件費

にも対応可能 
• 財務体質が強化され、民間資金の呼び水になる 

～企業誘致から企業立地へ～ 
 
 農山漁村の強みを生かし、農林漁業者＇JA等を含む（と地

元を中心とした２次・３次の企業とが合弁で地域の雇用に
結びつく事業を行う際に、農山漁村に不足している資本
力を出資によって補い、企業の立地を促進 

 
 
 農林水産物や生産活動の価値を２次・３次につなぎ、大き

く高めていく取組を支援することで、農林漁業が持つ潜在
的な成長力を顕在化させ、農山漁村における所得と雇用
を拡大 

新しい地域興しの取組を推進し、地域の雇用を創出す
るとともに、地域の農林漁業の発展を後押し 

自由度の高い資金を供給し、民間の創意工夫に対応 

 出 資 補助金、融資制度にお
いては次の点が課題 

［補助金］ 
 
• 運転資金や人件費

の手当不可 
• 使途限定あり 
• 裏負担が発生 

• 大型の施設整備が
困難 

７ 出資による支援の必要性 

９ 



• 国と民間の共同出資によって、＇株（農林漁業成長産業化支援機構を設立。 
• 農林漁業者と他産業の事業者が連携し、共同出資する会社が支援対象。 
• 国は、機構の支援基準を定める他、出資・融資について認可を与えることで、機構へのガバナンスを確保。 

一体的 

国 
 

＇産業投資（ 

民間等 
 

金融機関 
食品企業等 

 

６
次
産
業
化
事
業
体 

（六
次
産
業
化
・地
産
地
消
法
の
認
定
事
業
者
） 

 

地域ファンド又は 
テーマファンド 

民間等 
 地方自治体、農業団体、 
 金融機関、地元企業等 

出資 

経営支援 

出資 

出
資 

出資 

６次産業化 
パートナー

企業 
出資 

技術、販路、 
ノウハウ 

農
林
漁
業
者 

（
主
た
る
経
営
者
） 

出資 

農林水産物等 

• 出資期間は最長１５年間 

• 地域ファンドは、同地域に複数設
立される場合も想定 

貸付 

直接出資 

出資 

サブファンド 

＇株（農林漁業 
成長産業化支援機構 

資本性劣後ローン＇無担保・無保証（ 

支援対象事業 
活動支援団体 

間接出資 

・６次産業化事業体を支援
するファンドに、50%を上
限に出資 

・指導、監督、政策趣旨に
沿わない案件に対する拒
否権を保持 
・２０年間の時限組織 

対象事業者 

※１ ファンド設立時に機構が出資約束＇コミット（する際、また資本性劣後ローンを実行する際には、農林漁業者の意見聴取等を行う。 
※２ 当該ファンドは、投資事業有限責任組合法＇ＬＰＳ法（に基づく、投資事業有限責任組合を想定＇それ以外は個別相談（。 

※１ ※２ 

＜機構の３大業務＞ 
 ①出資 
 ②融資 
 ③マッチング 

８ 農林漁業成長産業化ファンドによる資金供給の流れ 

10 10 



   
 
    
   

商   号  株式会社 農林漁業成長産業化支援機構 

英 名 
Agriculture, forestry and fisheries Fund corporation for Innovation, 
Value-chain and Expansion Japan  (A-FIVE) 

取締役会長  堀 紘一 

代表取締役 
社 長 大多和 巖 

主 た る 
事 務 所 

東京都千代田区大手町1-5-1＇大手町ﾌｧｰｽﾄｽｸｴｱWEST 20F（ 
電話：０３ー５２２０ー５８８５＇代表（ 

開 業 日 平成25年２月１日 

発起人企業 

カゴメ株式会社、農林中央金庫、ハウス食品株式会社、          
味の素株式会社、キッコーマン株式会社、 
キユーピー株式会社、日清製粉株式会社 

今年度内に１５～２０のサブファンドを組成する見通し。 
   官民計 600億円規模 
来年度は、さらに３５～４０のサブファンドの追加組成を目指す。 
   官民計1200億円規模    ＇累計： 1800億円規模（ 

９ (株)農林漁業成長産業化支援機構の概要 
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① 高付加価値食品の製造・販売 ② 間伐材を活用したペット用品製造・販売 

１０ 農林漁業成長産業化ファンドの活用イメージ ① ②  
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③ 生産地密接の食品加工・販売・輸出 ④ 観光 

農林漁業成長産業化ファンドの活用イメージ ③ ④ 
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１１ 農林漁業成長産業化ファンドへの３つの参画方法 

①機構 ②サブファンド ③6次産業化事業体 

  
   農林漁業に関連する企業に限らず、
広く６次産業化に賛同＇CSR活動の一
環（する企業向け。 

 出資に限らず、機構への人材派遣
＇出向（を通じた農林漁業・６次産業に
精通した人材育成のほか、業務協力
パートナーなど多面的な参画方法を検
討中。 

    
   地域・テーマファンドへの出資を想

定。顧客基盤＇情報（を活用した顧客
支援プログラムとしての活用を目指
す企業向け。営業とのシナジー効果
も期待される。 

 
－地域ファンド－                           
主に県域単位でのファンドを想定。JA、地域金

融機関、県域内で広く活動している加工・流
通企業等を対象。 
 
－テーマファンド－ 

複数の異業種企業が特定テーマ＇例：「ふるさ
と食品」（の案件に投資するファンド。 

    
   主に食品などの６次産業関連
企業向け。 
  日本の農産品・農林漁業等の

優位性を活かした国内外向けの
新たな成長ビジネスモデルの創
出が狙い。機構出資による投資
リスクの軽減や１次産業とのマッ
チング、各種経営支援もメリット。 

 民間の方による当ファンドへの参画方法は、 ①機構への出資、②サブファンドへの出資、③6次産業化
事業体への出資、の３つを想定。  

   ＇同一企業が、①と②、①と③、②と③など複数の出資も可能。（ 
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出資先 

  時 期 機構の予定 ①機構 ②サブファンド ③6次産業化事業体

平成２４年１１月１９日 ㈱農林漁業成長産業化支援機構設立 発起人会 

 １２月 農林水産大臣認可 ◆＇12月（平成24年度分の案内開

始 

◆＇１月下旬（意向確認

■(２月下旬) 出資申込

■(３月) 増資の大臣認可、株主

総会を経て正式募集 

→＇３月末（払込 

◆＇12～１月（地域、テーマ

等のご要望聞き取り 

→GPとのマッチング

■＇2月以降随時（新規サ

ブファンドへの出資 

◆(12～１月)ご要望

聞き取り 

■(２月) 機構開業

後、受付開始 

平成２５年１月 創立総会 

開業準備 

２月 登記、開業 

３月 

１２ 今後の予定（参画方法別） 

農林水産省 食料産業局 総務課 ファンド企画室 
電話番号  ：０３－６７４４－１５１９ 

当面のお問い合わせ先 

◆： ファンド企画室にて対応 ■： 機構の職員が対応

平成25年度以降も募集の予定 
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